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上述した「新しい公共」と NPO とは、きわめて密接な関係がある。わが国で、通常、NPO を狭
義に規定しようとすれば、それは、1998年３月に成立、公布された「特定非営利活動促進法」（通
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国に税金を支払うのか、あるいは NPO にも非課税の寄付金を支払うのかという公共的選択の機会
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このような企業と NPO とのパートナーシップをさらに発展させるには、とくに、つぎのような
２点に留意しておく必要がある。
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